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南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ

南海トラフ沿いで観測され得る異常な現象の例

西側が連動
する可能性

南海トラフ東側で
大規模地震(M8ｸﾗｽ)が発生

異常な現象が観測された場合の防災対応の在り方は

○論点
・南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の防災対応の在り方
・上記の防災対応を実行するに当たっての仕組み など平成29年９月、「南海トラフ沿いの地震観測・評価

に基づく防災対応のあり方について（報告）」におい
て、南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の
防災対応の基本的な方向性が示された。
これに基づき、国は、静岡県、高知県、中部経済界

等の協力の下、具体的な防災対応について、地域の実
情を踏まえて検討してきた。
この検討を踏まえ、南海トラフ沿いで異常な現象が

観測された場合の防災対応の在り方や、防災対応を実
行するに当たっての仕組み等について検討するため、
平成30年３月27日に防災対策実行会議の下にワーキン
ググループを設置した。

○メンバー

○趣旨

・第１回 平成３０年 ４月１２日（木）
・第２回 平成３０年 ６月１１日（月）
・第３回 平成３０年 ８月 ６日（月）
・第４回 平成３０年 ９月２５日（火）
・第５回 平成３０年１０月２３日（火）
・第６回 平成３０年１１月１３日（火）
・第７回 平成３０年１２月１１日（火）

○ワーキンググループ開催状況

※平成３０年１２月2５日報
告書公表
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過去に発生した南海トラフ大規模地震

○ 南海トラフ地震については、東海から日向灘まで被害が発生するM9クラスの地震を想定して防

災対策を実施

〇 直近2回は、東側でM8クラスの地震が起きた後、約32時間、約2年間経って西側でもM8クラス

の地震が発生

南海トラフ沿いで過去に発生した大規模地震の震源域の時空間分布

年

年 年

年年

年

年

年

年

年 年

日向灘 南 海 東南海 東 海

1854年

1944年

1946年

９０年

安政南海地震 安政東海地震

昭和南海地震
昭和東南海地震

南 海 東南海 東 海

32時間後

2年後
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半割れケースにおける防災対応

○ 南海トラフ沿いでM8クラスの地震が発生した場合、被災地域以外でも、後発地震に備え１週間は

防災対応を実施

（地震発生後では津波からの避難が間に合わない住民等は避難、企業の点検等）

半割れ（大規模地震 M8.0 以上）/被害甚大ケース

 地震発生直後から南海トラフ全体に
大津波警報等を発表

津波からの避難が間に合わない住民等は避難(1週間) 等

 政府は緊急災害対策本部等を設置
 人命救助等の応急活動を開始

西側の地震に
どう備えるか

西側は連動するのか？

南海トラフ東側で大規模地震(M8ｸﾗｽ)が発生

７日以内に発生する頻度は
十数回に１回程度
（７事例／１０３事例）

通常の100倍程度の確率

 全ての沿岸地域の住民は、既に
避難を開始
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一部割れケース・ゆっくりすべりケースにおける防災対応

○ 一部割れケース・ゆっくりすべりケースでは、日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レ

ベルを上げることを中心とした防災対応を実施

非常用持ち出し袋の準備等、日頃からの地震への備えを再確認する等
警戒レベルを上げる

M7.0以上
8.0 未満一部割れ（前震可能性地震 ）/被害限定ケース

南海トラフで地震(M7ｸﾗｽ)が発生

南海トラフの大規模地震の前震か？

ゆっくりすべり/被害なしケース

 一部の沿岸地域の住民は避難を開始
 多くの地域では大きな被害が発生していない状況

 揺れや津波はなく、交通インフラ等は通常通り
 前例のない事例として社会的関心を集めている

７日以内に発生する頻度は
数百回に１回程度
（６事例／１４３７事例）

通常の数倍程度の確率
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避難を実施する「半割れケース」における防災対応のイメージ

○ 地震発生から最短２時間後、後発地震発生の可能性が高いと評価された場合には、気象庁から
その旨政府に報告

〇 政府は、地方公共団体に対してあらかじめ定めた防災対応を1週間取るべき旨を指示
〇 1週間経過後、被災地を除いて避難を解除するとともに引き続き警戒を呼びかけ
〇 防災対応の本格運用に向け、現行の災害対策基本法等の枠組みのもとで検討を実施

気象庁 政府 都府県・市町村 住民・企業

南海トラフでM８クラスの地震が発生

南海トラフ情報（仮称）
発表

緊対本部で対応

評価検討会開催

大津波警報等

人命救助等に加え、避難を含む
事前の防災対応を取るべき旨、
発表・伝達

１時間
～２時間後

２時間後
（最短）

１週間後
緊対本部で対応

・ 避難の解除（被災地を除く）
・ 引き続きの警戒を呼びかけ

防災対応の実施

日頃からの地震への
備えの再確認等

災対本部等の体制の維持

・避難等を実施する準備

・個々の状況に応じて避難
開始

・避難対象となる住民の避難
・インフラの点検 等

※ あらかじめ定めた防災対応の
期間（１週間）を周知

30分後
程度

緊対本部の設置

最初の地震発生に
関する会見 ・調査開始等にも言及

初動対応の開始

現行の災害対策基本法等の枠組みのもと、本格運用に向けて検討を実施

数分～

５分程度
（最短） ・地震発生の可能性

について調査開始※
※ 「南海トラフ情報（仮称）」（現在の

第１号に相当）の活用を含めて、
情報発表の仕方は要整理

・地震発生の可能性が
相対的に高まった
（現在の南海トラフ地震に
関連する情報（臨時）
第２号に相当）

災対本部等の体制の準備

災対本部等の体制の確保
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